
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　 輪転印刷機の胴（０１）に掛込み脚部（０６；０７）
を備えたフレキシブルな板（０２）を固定するための装置において、
　
　胴溝（０３）内に、胴（０１）の周方向で回動不能に

、胴（０１）の軸方向で互いに隣接し
て配置されていて、形状接続的に作用するクラッチによって 、前記
短い基体がそれぞれ所定の短い基体の長さを有しており、
　胴溝（３）内に複数の固定用エレメント（１４；１６；２１；２６もしくは３９；４１
；４７；４８；４９）が配置されており、該固定用エレメントがそれぞれ所定の軸方向長
さを有しており、該軸方向長さが、前記短い基体の長さよりも小さいか、または前記短い
基体の長さに等しく形成されており、前記固定用エレメントが、フレキシブルな板（０２
）の掛込み脚部（０６；０７） ようになっていることを特徴とする、フ
レキシブルな板を固定するための装置。
【請求項２】
　胴溝（０３）内に１つのエアホース（２７）が配置されており、該エアホース（２７）
が、 前記複数の固定用エレメント（１４；１６；２１；２６も
しくは３９；４１；４８；４９；５３もしくは３９；４１；４７；４８；４９）を一緒に
運動させるようになっている、請求項１記載の装置。
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固定用スリット（０９）を備えた

固定用スリット（０９）が半径方向で胴溝（３）に開口しており、
複数の短い基体（１９；３２；３

３；３４）が配置されており、該複数の短い基体が
互いに連結されており

に係合させられる

軸方向で相並んで位置する



【請求項３】
　前記固定用エレメント（３９；４１；４８；４９；５３）がそれぞれ、互いに平行に延
びる第１条片（３９）と第２の条片（４１）とを有しており、該条片がそれぞれ第１の端
部（４２；４３）を有しており、該第１の端部（４２；４３）が、互いに間隔を置いて前
記基体（１９；３２；３３；３４）に支承されており、前記条片がそれぞれ自由な第２の
端部（４６；４７）を有しており、該第２の端部（４６；４７）がそれぞれ、フレキシブ
ルな板（０２）の掛込み脚部（０６；０７）の１つと係合可能となるように配置されてお
り、さらに間隔を置いて配置された前記両条片の間に押圧用のばね（４８；４９）が装備
されており、該押圧用のばね（４８；４９）が、前記自由な第２の端部を前記掛込み脚部
（０６；０７）に係合させるための力を加えており、前記エアホース（２７）が、前記自
由な第２の端部に掛込み脚部（０６；０７）との係合を解除するための力を加えている、
請求項２記載の装置。
【請求項４】
　前記押圧用のばね（４８；４９）が、前記第１の条片（３９）に作用する第１の押圧用
のばね（４８）と、前記第２の条片（４１）に作用する第２の押圧用のばね（４９）とを
有しており、第１の押圧用のばね（４８）と第２の押圧用のばね（４９）とが、それぞれ
対応する前記第１の条片（３９）もしくは前記第２の条片（４１）に互いに異なる押圧力
を

請求項３記載の装置。
【請求項５】
　前記複数の固定用エレメント（１４；１６；２１；２６もしくは３９；４１；４８；４
９；５３もしくは３９；４１；４７；４８；４９）をそれぞれ互いに別個に独立して運動
させるための手段が設けられている、請求項１記載の装置。
【請求項６】
　前記固定用エレメント（１４；１６；２１；２６）が、ばね力を有する板ばね（１４；
１６）として形成されており、該板ばね（１４；１６）がそれぞれ、前記基体（１９；３
２；３３；３４）に固定された第１の端部（１７；１８）と、前記掛込み脚部（０６；０
７）の１つと係合可能な第２の端部（２２；２３）とを有している、請求項１記載の装置
。
【請求項７】
　前記板ばねのばね力が、 ほぼ同じ方向に向けられている、請求項６
記載の装置。
【請求項８】
　前記固定用エレメント（１４；１６；２１；２６もしくは３９；４１；４８；４９；５
３もしくは３９；４１；４７；４８；４９）が、フレキシブルな板（０２）の掛込み脚部
（０６；０７）に摩擦接続的に係合するようになっている、請求項１記載の装置。
【請求項９】
　前記基体（１９；３２；３３；３４）が基体開口（３１）を有しており、前記固定用エ
レメントがそれぞれ該基体開口（３１）を貫いて突出している、請求項１記載の装置。
【請求項１０】
　前記基体（１９；３２；３３；３４）が、Ｃ字形の横断面を有している、請求項１記載
の装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
本発明は、請求項１または請求項５の上位概念部に記載の形式の、輪転印刷機の胴にフレ
キシブル（可撓性）な板を固定するための装置に関する。
【０００２】
ドイツ連邦共和国特許第４３３５１４０号明細書に基づき、軸方向に延びる少なくとも１
つの胴溝を備えた、輪転印刷機の版胴にフレキシブルな版板を固定するための装置が公知
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加えていて、ばね（４９）の、先行して来る掛込み脚部（０６）に作用する押圧力（Ｆ
２）が、ばね（４８）の、追従して来る掛込み脚部（０７）に作用する押圧力（Ｆ１）よ
りも大きく形成されている、

胴の周方向に関して



である。
【０００３】
版胴の胴溝の第１の溝壁の第１の縁部には、鋭角に折り曲げられた第１の「先行して来る
」掛込み脚部が掛け込まれている。胴溝の、版胴のほぼ半径方向に延びる第２の溝壁には
、第２の「追従して来る」掛込み脚部が当付け可能である。胴溝は、スピンドル軸線を中
心にして旋回可能なスピンドルを収容している。このスピンドルには、それぞれ版板の幅
にわたって分配された２つの板ばねが固定されており、両板ばねはスピンドルの旋回時に
掛込み脚部と係合させられるか、もしくは掛込み脚部との係合状態から解除させられる。
【０００４】
ドイツ連邦共和国特許出願公開第２２３５１１９号明細書に開示されている、版板を緊締
するための装置では、旋回可能な軸に複数の板ばねが固定されている。この軸は位置固定
の３つの軸受けに配置されている。
【０００５】
ドイツ連邦共和国特許出願公開第３８１２１３７号明細書に記載されている、版板を固定
するための装置では、中空軸内に２つの旋回可能な固定用エレメントが支承されている。
ドイツ連邦共和国特許出願公告第１１７８４４２号明細書には、１つの基体を備えた、フ
レキシブルな板を固定するための装置が開示されている。固定用エレメントの長さは基体
の長さよりも短く形成されている。
欧州特許出願公開第０７１３７７０号明細書には、板ばねを用いて版板を固定するための
装置が記載されている。
【０００６】
本発明の課題は、輪転印刷機の胴にフレキシブルな板を固定するための装置を提供するこ
とである。
【０００７】
この課題は、本発明によれば、請求項１または請求項５の特徴部に記載の特徴により解決
される。
【０００８】
本発明により得られる利点は特に次の点に認められる。すなわち、頑丈でかつ単純に形成
された、廉価に製造可能な装置が提供される。本発明による装置は、スピンドル回転なし
に単に２つの位置で調節可能となる。本発明による装置の別の利点は、本発明による装置
がその軸方向の延在長さで複数の短い基体から成っていてよいことにある。これにより、
胴をサイドフレームから取り外す必要なしに、たとえば保守目的のために当該装置を側方
で胴溝から一個ずつ取り出すことが可能になる。公知の装置を用いた自動的な板供給・導
出が可能となる。
【０００９】
以下に、本発明の２つの実施例を図面につき詳しく説明する。
【００１０】
胴０１、たとえば輪転印刷機の版胴またはゴム胴は、フレキシブルな板０２を取り付ける
ために、軸方向に延びる少なくとも１つの胴溝０３を備えている。胴溝０３は、胴０１の
生産方向Ａへ向けられた前側の縁部０４で、板０２の前側の、いわゆる「先行して来る」
掛込み脚部０６を支持している。板０２はさらに、後側の、いわゆる「追従して来る」掛
込み脚部０７を有しており、この後側の掛込み脚部０７は同じ胴溝０３に設けられた後側
の第２の縁部０８で掛け込まれている。
【００１２】
胴０１の外周面１１と胴溝０３の第１の溝壁１２との間には、たとえば最大４５゜の鋭角
な開き角αが形成されている。胴０１のほぼ半径方向に延びる第２の溝壁１３は胴０１の
外周面１１に対して約９５゜の鈍角な開き角βを有している。両縁部０４；０８または両
開き角α：βの頂点は、固定用スリット０９によって分離されている。
【００１３】
この固定用スリット０９の内幅ｂは、胴溝０３内に突入する少なくとも２つの掛込み脚部
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０６；０７がこの固定用スリット０９内に相並んで配置されるように形成されている。
【００１４】
１つの版板または並設された複数の版板の代わりに、フレキシブルな支持板と、この支持
板上に配置されたゴムブランケットとを固定することも可能である。
【００１５】
胴溝０３はほぼ横断面円形に形成されていてよく、固定用スリット０９によって外周面１
１に接続されている。胴溝０３内には、互いに所定の間隔ｃ（たとえば胴溝０３の直径ｄ
のほぼ半分に相当する）を置いて互いに離隔された、たとえばばね鋼から成る２つのばね
１４；１６、たとえば板ばねが配置されている。両ばね１４；１６の長手方向軸線は、胴
０１に対して軸平行な方向に延びている。ばね１４；１６の垂直軸ｅ；ｆは第１の溝壁１
２の平面に対してほぼ直角に延びている。
【００１６】
ばね１４；１６の、外周面１１もしくは掛込み脚部から遠い方の下端部１７；１８は、受
け、たとえば長手方向に沿って分断された管の横断面（樋形）を有する基体１９に固定さ
れている。この基体１９は胴溝０３内で軸平行な方向に延びている。
【００１７】
基体１９には、基体固定の保持条片２１が配置されていてもよい。その場合、この保持条
片２１の側面にばね１４；１６の下端部１７；１８が固定されている。ばね１４；１６の
自由な両上端部２２；２３（力作用端部）は、フック状に曲げられていて、その長さは、
ばね１４；１６が板保持位置または休止位置（図１）で掛込み脚部０６；０７と作用結合
するように設定されている。
【００１８】
両ばね１４；１６は互いに一体に、すなわちＵ字形に形成されていてもよい。
【００１９】
「作用結合」とは、ばね１４；１６の自由な上端部２２；２３がそれぞれ摩擦接続的に（
２２；０６）または形状接続的に、すなわち係合に基づく嵌合により（２３；０７）、掛
込み脚部０６；０７に結合していることを意味する。つまり、前側の掛込み脚部０６に近
い方の上端部２２は前側の掛込み脚部０６を第１の溝壁１２に押圧しており（摩擦接続）
、後側の掛込み脚部０７に近い方のフック状に曲げられた上端部２３は１つまたは有利に
は複数の突起を備えていて、この突起が、後側の掛込み脚部０７に設けられた対応する孔
２４（図１および図２）内に係合している（形状接続）。
【００２０】
自由な上端部２２；２３の近くで両ばね１４；１６の間には、力伝達部材２６が設けられ
ている。この力伝達部材２６は胴溝０３の軸平行な方向に一貫して延びていてよく、レー
ル状、ストリップ状またはシリンダ状に形成されていてよい。力伝達部材２６は両ばね１
４；１６に、またはそれぞれいずれか一方のばね１４または１６に固定されているか、ま
たは第３の板ばね（図示しない）によって、たとえば保持条片２１に固定されていてもよ
い。
【００２１】
さらに、力伝達部材２６を「断続的」に形成すること、すなわちピン状、ボール状または
コーム状に形成することも可能である。
【００２２】
装置の横断面で見て（図１）、板ばね状の第１のばね１４と、樋状の基体１９の内壁２８
との間には、作動手段、たとえば圧縮空気で充填可能なホース２７（以降「エアホース」
と呼ぶ）が配置されている。
【００２３】
エアホース２７の一方の端部は、たとえば弁を備えており、このエアホース２７はこの弁
に接続された、胴ジャーナルに通じた管路（図示しない）を介して、公知の回転導入装置
によって必要に応じて圧縮空気で負荷される。
【００２４】
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基体１９の内室２９の内部に位置する前記構成部分、つまり両ばね１４，１６、保持条片
２１および力伝達部材２６は、緊締および／またはクランプ用のエレメントもしくは固定
用エレメントと呼ばれる。
【００２５】
樋状の基体１９は横断面がＣ字形またはＵ字形、円形、楕円形または多角形に形成されて
いてよい。基体１９の横断面には、胴溝０３の横断面が適合されている。
【００２６】
基体１９は、固定用スリット０９の方向へ向けられた基体開口３１を有しており、この基
体開口３１を貫いて、緊締および／またはクランプ用のエレメント１４；１６の一部２２
；２３が突出している。
【００２７】
ところで、図示の装置を板保持位置または休止位置（図１）から板取出し位置または作業
位置（図２）へもたらしたい場合には、エアホース２７が圧縮空気で負荷される。このと
きに、エアホース２７に設けられた受け面５６は基体１９の内壁２８に接触し、そしてエ
アホース２７の力作用面５７はばね１４に接触する。これにより、力伝達部材２６によっ
て間隔ｃを置いて保持された両ばね１４；１６の旋回運動が行われるので、両ばね１４；
１６の上端部２２；２３はそれぞれ板０２の掛込み脚部０６；０７との係合状態から解除
される。板０２を取り出すか、もしくは交換することができる。エアホース２７の空気抜
きを行った後に、ばね１４；１６の上端部２２；２３は板０２の掛込み脚部０６；０７と
再び作用結合する。
【００２８】
図３に示した変化実施例では、基体１９が軸平行な方向で複数の短い基体３２；３３；３
４に分割されている。各基体３２；３３；３４はそれぞれ隣接した基体３２；３３；３４
に対して、たとえばクラッチによって解離可能に結合されている。このクラッチは、たと
えば形状接続的に、つまり嵌合に基づく係合により作用することができる。このようなク
ラッチは、基体３２；３３；３４の両端部にそれぞれ設けられた歯列３６；３７によって
実現され得る。各基体３２；３３；３４はそれぞればね１４；１６と、少なくとも１つの
力伝達部材２６と、保持条片２１と、ばね１６の上端部２３に設けられた突起とを有して
いる。エアホース２７は一貫して一体に形成されていて、全ての基体３２；３３；３４を
貫いて延びている。胴溝０３内に位置する最初の基体と最後の基体の自由端部は、それぞ
れ端部連結部材３８に相対回動不能に結合されている。端部連結部材３８の、胴溝０３を
カバーしている部分は、胴０１の側面に、たとえばねじ締結によって固定されている。
【００２９】
複数の短い基体３２；３３；３４を使用することに基づき、たとえば保守目的のために、
胴０１自体をサイドフレームから取り外す必要なしに前記装置を胴溝０３から取り出すこ
とができる。
【００３０】
図４および図５に示した第２の変化実施例では、樋状の基体１９または互いに形状接続的
に結合された複数の短い基体３２；３３；３４（図６）内で運動可能な緊締および／また
はクランプ用のエレメントが、互いに平行に延びる２つの条片３９；４１から成っている
。複数の基体３２；３３；３４が設けられている場合、各基体３２；３３；３４の長さｌ
３２，ｌ３３，ｌ３４は固定用エレメントである条片３９，４１の長さｌ３９，ｌ４１よ
りも大きく形成されている。
【００３１】
第１の端部または下端部４２；４３は、互いにたとえば胴溝０３の直径ｄの１／６または
１／８に相当する内間隔ｇを置いて受け４４に旋回可能に支承されている。受け４４は基
体１９もしくはそれぞれ基体３２；３３；３４に配置されたスリット４５から成っていて
よく、このスリット４５内に条片３９；４１の下端部４２；４３の一部が係合している。
【００３２】
条片３９；４１の、掛込み脚部に近い方の第２の端部または上端部４６；４７（力作用端
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部）は、ほぼ直角に縁曲げされていて、この上端部にそれぞれ向かい合って位置する掛込
み脚部０６；０７と直接にまたは間接的に作用結合している。この場合、上端部４６；４
７はそれぞれ対応する掛込み脚部０６；０７を、それぞれ少なくとも１つのばね４８，４
９、たとえば圧縮ばねのばね力により、第１の溝壁１２もしくは第２の溝壁１３に押圧し
ている。圧縮ばね４８；４９は、それぞれ基体１９の内壁２８と条片３９；４１の外面５
１；５２との間に配置されている。
【００３３】
「間接的に作用結合している」とは、条片４１の、第１の溝壁１２の方向へ折り曲げられ
た上端部４７と、第１の溝壁１２に接触した前側の掛込み脚部０６との間に、少なくとも
基体３２；３３；３４のそれぞれにつき１つのクランプローラ５３が配置されていること
を意味する。
【００３４】
各基体３２；３３；３４にそれぞれ設けられたクランプローラ５３は、条片３９の、掛込
み脚部に近い方の上端部４６に設けられた切欠き５４内に位置している。この切欠き５４
の両側には、条片３９の上端部４６のそれぞれ折り曲げられたアームが残っており、これ
らのアームは、第２の溝壁１３または基体１９の長手方向切断面に押圧されるか、もしく
はあらかじめ掛込み脚部０７に押圧される（図４）。
【００３５】
条片３９；４１の内面５５の間には、エアホース２７が配置されている。このエアホース
２７は胴溝０３の全長にわたって一体に延びている。
【００３６】
有利な１変化実施例では、ばね４８により加えられる押圧力Ｆ１が、ばね４９により加え
られる押圧力Ｆ２よりも小さく設定されている。
【００３７】
第２変化実施例により形成された基体１９の内室２９に設けられた前記構成部分、すなわ
ち両条片３９；４１、両ばね４８；４９およびクランプローラ５３が、クランプおよび／
または緊締用のエレメントとみなされる。このことは、短かい複数の基体３２，３３，３
４についても云える。
【００３８】
前記装置を板保持位置または休止位置（図４）から板取出し位置または作業位置（図５）
へもたらしたい場合には、エアホース２７が、約６バールの圧縮空気で負荷される。これ
により、上端部４６；４７は両ばね４８；４９のばね力Ｆ１；Ｆ２に抗して、互いに離れ
る方向に運動させられる。これにより、条片３９の上端部４６またはアームと、条片４１
の上端部４７により操作されたクランプローラ５３とは、掛込み脚部０７；０６との係合
状態から解除される。
【００３９】
有利な変化実施例では、エアホース２７が、まず約３バールの圧縮空気で負荷される。し
たがって、エアホース２７により加えられる押圧力Ｆは、ばね４８の押圧力Ｆ１よりは大
きいが、しかしばね４９の押圧力Ｆ２よりは小さくなる。条片３９が旋回させられ、アー
ムもしくは上端部４６は後側の掛込み脚部０７との係合状態から解除される。板０２の固
有応力に基づき、板０２の後端部に設けられた掛込み脚部０７は固定用スリット０９から
自力で飛び出すことができるので、引き続き、この掛込み脚部０７を把持することができ
る。
【００４０】
次いで、エアホース２７内の空気圧を約６バールにまで高めた後に、エアホース２７によ
り加えられる押圧力Ｆは、ばね４９の押圧力Ｆ２よりも大きく形成されるので、掛込み脚
部０６も解放される。
【００４１】
複数の基体３２，３３，３４（図６）はそれぞれ歯列３６；３７によって互いに相対回動
不能に結合されていてよい。胴０１の側面には、それぞれ第１の変化実施例（図３）の場
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合と同様に端部連結部材３８が固定されている。
【００４３】
図４～図６に所属する別の変化実施例では、条片４１の、第１の溝壁１２の方向に向けら
れた、折り曲げられた上端部４７を、もう少しだけ長尺に形成することが可能である。こ
れにより、クランプローラ５３を不要にすることができる。したがって、条片４１の上端
部４７の軸平行に延びる縁部が、板０２の前側の掛込み脚部０６に直接に接触し、この掛
込み脚部０６を第１の溝壁１２に圧着させる。
【００４４】
この場合、条片４１の、それぞれ少なくとも折り曲げられた上端部４７も、弾性的なばね
鋼または相応するプラスチックから成っていてよい。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明による装置を板保持位置または休止位置で示す横断面図である。
【図２】　図１に示した装置を板取出し位置または作業位置で示す横断面図である。
【図３】　図２のＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿った部分的な断面図である。
【図４】　本発明の第２変化実施例による装置を休止位置で示す横断面図である。
【図５】　本発明の第２変化実施例による装置を作業位置で示す横断面図である。
【図６】　図４のＶＩ－ＶＩ線に沿った部分的な断面図である。
【符号の説明】
０１　胴、　０２　板、　０３　胴溝、　０４　縁部、　０６，０７　掛込み脚部、　０
８　縁部、　０９　固定用スリット、　１１　外周面、　１２　第１の溝壁、　１３　第
２の溝壁、　１４，１６　ばね、　１７，１８　下端部、　１９　基体、　２１　保持条
片、　２２，２３　上端部、　２４　孔、　２６　力伝達部材、　２７　エアホース、　
２８　内壁、　２９　内室、　３１　基体開口、　３２，３３，３４　基体、　３６，３
７　歯列、　３８　端部連結部材、　３９，４１　条片、　４２，４３　下端部、　４４
　受け、　４５　スリット、　４６，４７　上端部、　４８，４９　ばね、　５１，５２
　外面、　５３　クランプローラ、　５４　切欠き、　５５　内面、　５６　受け面、　
５７　力作用面
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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